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貿易は黒字拡大

米国の IT産業の動向は貿易を通じ

て世界経済に影響を及ぼしている。

特に、IT 製品については国際分業

が進んでいることから、米国における

IT 製品の需要動向はグローバルに伝
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産業と日米格差の現状
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90年代の米国の景気拡大を支えたのは IT産業であり、2001年に ITバブ

ルが崩壊したものの、現在も IT産業が米国経済にとって重要な産業であるこ

とに変わりはない。また、今日のように経済がグローバル化した状況におい

ては、米国の IT産業の動向は世界経済にも影響を及ぼす。米国の IT産業に

ついては多くの分析がなされてきたが、製品に比べるとサービス分野、とり

わけ貿易についての分析はこれまであまり行われていない。それはデータの

制約という要因が大きいと思われるが、IT産業の動向を把握するには、製品

だけでなく、サービスについても見ておく必要がある。また、貿易、生産、

雇用をトータルで把握することが重要である。

そこで本稿では米国の ITサービス産業の動向について、貿易、生産、雇用

のデータをもとに分析していく。さらに、現在 ITサービスの分野で先進国と

考えられる米国と比較して日本の ITサービス分野の現状がどうなっているの

かを生産、貿易面から探ってみたい。日本については米国のように詳細な分

類で統計が公表されていないため、厳密な比較は難しいが、米国の定義・分

類にできる限り合わせたデータを作成し、日米比較を試みた。
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播していく。その状況は商品貿易統計

で把握できる。一方、サービス貿易統

計では、商品貿易統計のように詳細な

分類のデータが公表されていないた

め、IT サービス貿易のデータを作成

するのが著しく困難となっている（注

１）。このような事情から、IT製品に

比べて ITサービスの貿易については

これまであまり分析がなされてこなか

った。こうしたなか、米国のサービス

貿易統計においては、比較的詳細な分

類でデータが公表されており、米国商

務省の「ディジタル・エコノミー

2002」で ITサービス分野の貿易金額

を抽出する試みがなされている。「デ

ィジタル・エコノミー 2002」で示さ

れている I T サービス貿易のデータ

は、米国商務省が Survey of Current

Business で毎年発表している「U.S.

International Services Cross-Border

Trade and Sales Through Affiliates」か

ら ITサービス貿易を抽出したもので

ある。具体的には、「ロイヤリティー

とライセンスフィー」の中の「一般用

途のコンピュータソフトウェア（参考

1）」「その他民間サービス」の中の「通

信（参考 2）」と「コンピュータとデー

タ処理サービス（参考 3）」「データベ

ースとその他情報サービス（参考 4）」

を IT サービスとして抽出している。

表 1 のデータは「U.S. International

Services Cross-Border Trade in 2001

and Sales Through Affiliates in 2000」

のデータを用いて「ディジタル・エ

コノミー 2002」に掲載されているデ

ータを最新時点まで更新したもので

ある。

米国の ITサービス貿易の伸びを示

したのが表 1 である（金額は表 2）。

推移を見ると、輸出が順調に拡大して

きたことがわかる。特に、「ソフトウ

ェア・ロイヤリティーとライセンス

料」の伸びが著しく、2ケタの伸びが

続いていたが、IT バブルが崩壊した

2001 年には 4.2 ％へと大幅に鈍化し

た。IT サービス輸出全体では 3.1 ％

の減少となった。

一方、IT サービスの輸入では減少

が続いており、この結果、米国の IT

サービス収支は黒字が拡大している。

輸入においては「通信」のシェアが 3

分の 2以上を占めるが（表 2）、98年

以降、大幅な減少が続いており、「通

信」の収支は 2001年に黒字に転じた。

この背景には、以下のような 2 つの

動きがある。一つは、97 年に米国連

邦通信委員会が海外の電話会社に米国

との通信料を引き下げるよう要求した

成長著しい米国の IT サービス産業と日米格差の現状
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こと、もう一つは 97 年 2 月に合意、

98 年 2 月から発効したWTO基本電

気通信合意（注 2）の存在である。

10 年で４倍に拡大～ソフト・コ

ンピュータサービスの生産～

「ディジタル・エコノミー 2002」で

は、IT サービス産業の生産額のデー

タを総収入から中間投入を差し引いた

付加価値額ベースで示している。一方、

貿易額は売上額ベースであるため、輸

入依存度｛輸入額／（生産額－輸出

額＋輸入額）｝を計算するにあたって

は、貿易と同じ売上ベースの生産額が

必要となる。そこで、「ディジタル・

エコノミー 2002」の生産データとは

別に、独自に売上ベースの生産データ

を作成した。作成方法は、「ディジタ

ル・エコノミー 2002」で IT サービ

ス産業と定義されている産業の売上額

を米国センサス局の統計から抽出し

た。IT サービス産業の定義・分類は

SIC分類（近年は NAICS分類）に拠

っている。

図 1に示すように、米国の ITサー

ビスの生産額を「ソフトウェア・コン

ピュータサービス」と「通信サービス」

に分けて見ると、92 年に「通信サー

ビス」の 2 分の 1 程度にすぎなかっ

た「ソフトウェア・コンピュータサー

ビス」が、最近では「通信サービス」

と肩を並べる水準にまで成長してき

た。「ソフトウェア・コンピュータサ

ービス」の生産額は 92 年から 2001

年までの間に約 4倍になった。

米国のソフトウェア・コンピュータ

サービス産業の生産は 93年から 2ケ

タの伸びが続いていたが（表 3）、

2001 年になって IT バブルが崩壊し

たため、1.2％と急激に伸びが鈍化し

た。内訳を見ると、大幅に減少した項

目がある一方で、2ケタの伸びを示し

た項目もあった。減少したのは「コン
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図１　米国の IT サービス生産額

（注）（資料）は後出表 3に同じ
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ピュータプログラムサービス」（▲

3.3%）、「パッケージソフトウェア

（卸売・小売）」（▲ 18.6％・▲ 6.8％）、

「コンピュータ化されたシステム設計」

（▲ 1.9％）、「コンピュータ・レンタ

ルとリース」（▲ 15.4％）であった。

2 ケタの伸びを示した項目は、「コン

ピュータ処理とデータ整備」（11.7％）

と「コンピュータ・サービス管理」

（16.5％）であった。比較的削減しや

すい項目が大きく削減される一方で、

業務上不可欠な項目は堅調であった。

雇用では「ソフト・コンピュー

タサービス」が「通信」を逆転

米国では、 I T ハードウェア産業

の雇用者数が 182万人（2002年・筆

者推計）であるのに対し、IT サービ

ス産業の雇用者数は 359 万人（同）

と 2倍近い。雇用創出面で ITサービ

ス産業が果たしている役割は小さくな

い。「ディジタル・エコノミー 2002」

で示されている ITサービス産業の雇

用者数のデータは、米国の商務省経済

統計局が労働省労働統計局のデータか

ら推計したものである。IT サービス

産業の定義・分類は、生産と共通で

SIC分類に拠っている。労働統計局が

ウェブサイト（http://www.bls.gov/）

で SIC 分類に従った雇用者数を公表

しているので、ここからデータを入手

し、「ディジタル・エコノミー 2002」

に掲載されているデータを最新時点ま

で更新した。

米国の ITサービス産業の雇用者数

を「ソフトウェア・コンピュータサー

ビス」と「通信サービス」に分けて見

ると（図 2）、94年までは「通信サー

ビス」が「ソフトウェア・コンピュー

タサービス」を上回っていたが、95

年に逆転、以降「ソフトウェア・コン

ピュータサービス」が「通信サービス」

を上回っている。2002年の「ソフト

成長著しい米国の IT サービス産業と日米格差の現状
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ウェア・コンピュータサービス」の雇

用者数は「通信サービス」の約 1.6倍

となった。「ソフトウェア・コンピュ

ータサービス」は、生産額では「通信」

をやや下回る水準（図 1）にありなが

ら、「通信」を大きく上回る雇用機会

を提供していることになる。

伸び率で見ると（表 4）、98年から

2000年まで 2ケタの伸びを続けてい

たが、2001 年には 5 .1 ％に鈍化、

2002年には▲ 3.5％と減少に転じた。

2002年を項目別に見ると、「ソフト

ウェア・コンピュータサービス」が▲

1.4 ％、「通信サービス」が▲ 6.8 ％

と、「通信サービス」での減少幅が大

きい。「電話通信」で▲ 8.4％、「電信

電話通信」で▲ 8.2％と大きく減少し

たためだが、一方でケーブルその他の

有料テレビサービス」では 1.6％とプ

ラスの伸びを維持した。

「ソフトウェア・コンピュータサー

ビス」の中では「パッケージソフトウ

ェアの卸売」（▲ 6.2 ％）の減少幅が

大きかった。2001年の「パッケージ

ソフトウェアの卸売」の売り上げが▲

18.6 ％と項目別では最大の減少率を

記録した（表 3）ことが雇用の大幅削

減につながったとみられる。

目立つ日米格差

ITサービスは、「通信サービス」と

「ソフトウェア・コンピュータサービ

ス」に分けられるが、通信サービスを

利用する場合、国内通信では海外の通

信事業者を利用することができず、国

内の事業者を利用せざるを得ない。逆

に、国際通信においては、海外の通信

事業者の利用は不可避である。このよ

うに通信サービスにおいては、国内の

事業者が提供するサービスと海外の事

業者が提供するサービスは代替財では

なく、補完財の関係にある。通信サー

ビスはこのような性格を有することか

ら、通信サービス貿易について国際比

較を行うのは適切ではない。ここでは、

ソフトウェア・コンピュータサービス

について日米比較を行う。

90 年代を通して見ると、米国のソ

フトウェア・コンピュータサービス産

業が急激な成長を遂げたのに対し、日

本のソフトウェア・コンピュータサー

ビス産業の成長は緩やかであった（図

3）。この結果、92年に 2倍程度（米

国の生産額が日本の 2 倍）であった

日米格差が最近では 3.5倍～ 4倍程度

にまで拡大している。
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貿易面では、輸出額で米国が日本を

上回っているのに対し、輸入額では日

本が米国を上回る状況が続いている

（図 4 と 5）。こうした状況を反映し、

日本はソフトウェア・コンピュータサ

ービスの輸入超過国、米国は輸出超過

国となっている（図 6）。

内需に対する輸入額の比率である輸

入依存度｛輸入額／（生産額－輸出額

+輸入額）｝でも、米国が日本を下回

りほとんどゼロに近い（図 7）。

米国が黒字、日本が赤字という状況

は ITサービスに限らずサービス貿易

全体でもあてはまる。米国はモノの貿

易は赤字でもサービス貿易では黒字な

のである。日本では、製造業の空洞化

によるモノの貿易黒字減少が懸念され

ているが、IT サービスなどサービス

の輸出にも力を入れ、サービス貿易の

黒字化を目指すべきである。

成長著しい米国の IT サービス産業と日米格差の現状
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図 3 日米の「ソフト・コンピュータ
サービス」の生産

（注）日米ともパッケージソフトウェアを含む。
（資料）米国：表 3に同じ

日本：経済産業省『特定サービス産業
実態調査』－情報サービス編各
年版
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図 4 日米の「ソフト・コンピュータ
サービス」の輸出

（注）日本の国際収支統計では「コンピュータ
のソフトウェア・ロイヤリティーとライ
センス料」を把握することができない。
そこで日米比較にあたっては、米国の
「コンピュータ関連サービス」の貿易額は、
「コンピュータのソフトウェア・ロイヤリ
ティーとライセンス料」を除いたものを
使用している。

（資料）米国：表 2に同じ
日本：財務省・日本銀行「国際収支統
計」
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（注 1）WTO加盟国による、サービス貿易措
置の利用を統括する一連のルールお
よび原則を策定している GATS（サ
ービスの貿易に関する一般協定）と、
国際収支統計の基礎となる概念的な
枠組みを示した IMFの「国際収支マ
ニュアル第 5 版」では、サービス貿
易の範囲が異なっているなど、サー
ビス貿易の定義については今後整理
が必要である。国連、EU、IMF、OECD、
U N C T A D、W T O が共同作成した
「Manual on Statistics of International

Trade in Services」では、サービス貿
易についての概念整理の試みがなさ
れている。

0

1

2

3

4
日本

米国

96 97 98 99 00 01（年）

（10億ドル）

図 5 日米の「ソフト・コンピュータ
サービス」の輸入
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図 6 日米の「ソフト・コンピュータ
サービス」貿易の収支

（注）（資料）は図 4に同じ
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図 7 日米「ソフト・コンピュータ
サービス」の輸入依存度

（注）輸入依存度＝｛輸入額／（生産額－輸出
額＋輸入額）｝

生産、輸出入ともパッケージソフトウェ
アは含まず。

（資料）米国：表 2と 3に同じ
日本：生産は図 3、貿易は図 4に同じ。

（注）（資料）は図 4に同じ
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（注 2）この合意は自由化による通信料金の
引き下げ等をねらったもので、各国
はそれぞれ自由化約束表を提出した。

基本電気通信合意の発効により、開
発途上国も含め、自由化が電気通信
分野の基本原則として確立された。

成長著しい米国の IT サービス産業と日米格差の現状

0.00.0––––米国子会社から外国親会社グループへ
▲ 16.720.0▲ 23.1▲ 7.1米国親会社から海外子会社へ
▲ 15.4 18.2▲ 15.4▲ 18.8コンピュータと情報サービス
▲ 15.4 18.2▲ 15.4▲ 18.8関連会社への輸出
0.0  4.816.720.0 データベースとその他情報サービス

▲ 16.1▲ 6.173.7▲ 5.0コンピュータとデータ処理サービス
4.2 29.715.618.5ソフトウェア・ロイヤリティーとライセンス料

▲ 3.0 11.031.911.3コンピュータ関連サービス
0.0 6.7▲ 19.643.6通信サービス

▲ 2.09.6 8.823.8関連会社以外への輸出
▲ 3.110.26.517.9IT サービス輸出
01009998摘 要

輸出（受取） （単位：％）

表 1 米国の IT サービス貿易（増減率）

50.0▲ 0.033.3 0.0外国親会社グループから米国子会社へ
11.1 ▲ 25.0100.0 20.0海外子会社から米国親会社へ
18.2▲ 21.455.612.5コンピュータと情報サービス
18.2▲ 21.455.612.5関連会社からの輸入
50.0 0.00.0100.0 データベースとその他情報サービス
11.1▲ 10.011.150.0コンピュータとデータ処理サービス

▲ 20.0 0.00.00.0ソフトウェア・ロイヤリティーとライセンス料
6.3▲ 5.913.325.0コンピュータ関連サービス

▲ 21.8 ▲ 16.7▲ 14.3▲ 4.2通信サービス
▲ 15.5▲ 14.5 ▲ 9.8▲ 4.2関連会社以外からの輸入
▲ 11.0▲ 15.5▲ 4.0▲ 2.9IT サービス輸入
01009998摘 要

輸入（支払） （単位：％）

（出所）米国商務省 “Digital Economy 2002”（Table 6.2)
U.S. International Services: Cross-Border Trade in 2001 and Sales Through Affiliates in
2000, “Survey of Current Bussiness”  
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0.10.10.1 ※0.2米国子会社から外国親会社グループへ
1.0 1.21.01.31.4米国親会社から海外子会社へ
1.1 1.31.11.31.6コンピュータと情報サービス
1.1 1.31.11.31.6関連会社への輸出
2.2 2.22.11.8 1.5データベースとその他情報サービス
2.6 3.13.31.92.0コンピュータとデータ処理サービス
5.0 4.83.73.22.7ソフトウェア・ロイヤリティーとライセンス料
9.8 10.19.16.96.2コンピュータ関連サービス
4.8 4.84.55.63.9 通信サービス
14.6 14.9 13.612.510.1関連会社以外への輸出
15.7 16.2 14.713.811.7IT サービス輸出
0100999897摘 要

輸出（受取） （単位： 10 億ドル）

表 2 米国の IT サービス貿易（金額）

0.30.20.2 0.30.3外国親会社グループから米国子会社へ
1.0 0.91.20.60.5海外子会社から米国親会社へ
1.3 1.11.40.90.8コンピュータと情報サービス
1.31.11.40.90.8関連会社からの輸入
0.3 0.20.20.2 0.1データベースとその他情報サービス
1.00.91.00.90.6コンピュータとデータ処理サービス
0.4 0.50.50.50.5ソフトウェア・ロイヤリティーとライセンス料
1.7 1.61.71.51.2コンピュータ関連サービス
4.3 5.56.67.78.3通信サービス
6.0 7.1 8.39.29.6関連会社以外からの輸入
7.3 8.2 9.710.110.4IT サービス輸入
0100999897摘 要

輸入（支払） （単位： 10 億ドル）

▲ 0.2▲ 0.1▲ 0.1 ▲ 0.3▲ 0.1米国子会社と外国親会社グループ間
0.0 0.3▲ 0.2 0.70.9米国親会社と海外子会社間

▲ 0.2 0.2▲ 0.30.40.8コンピュータと情報サービス
▲ 0.20.2▲ 0.30.40.8関連会社間の収支
1.9 2.01.91.6 1.4データベースとその他情報サービス
1.62.22.31.01.4コンピュータとデータ処理サービス
4.64.33.22.72.2ソフトウェア・ロイヤリティーとライセンス料
8.1 8.57.45.44.9コンピュータ関連サービス
0.5 ▲ 0.7▲ 2.1▲ 2.1▲ 4.4通信サービス
8.6 7.8 5.33.30.5関連会社間以外の収支
8.4 8.0 5.03.71.3IT サービス収支
0100999897摘 要

収支（輸出－輸入） （単位： 10 億ドル）

※ 5,000 万ドル未満。計算の際にはゼロとして処理
（出所）米国商務省 “Digital Economy 2002”（Table 6.2)

U.S. International Services: Cross-Border Trade in 2001 and Sales Through Affiliates in
2000, “Survey of Current Bussiness”  
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(1) 一般用途のコンピュータソフトウ

ェアのロイヤリティーおよびライ

センス料

サービス貿易の受払報告書に添付
されている米国商務省の説明書によ
ると、「電子的に送信またはマスタ
ーコピーから生成される一般用途の
コンピュータソフトウェアを供給す
る権利、再生産または使う権利に対
する受け払い。また、ローカルエリ
アネットワーク・コンピュータシス
テム用のソフトウェアを再生産する
ためのライセンス料を含む。商品貿
易統計に含まれるパッケージソフト
ウェアは除く。受注品のソフトウェ
ア、プログラミングサービスは除
く」。

(2) 通信サービス

サービス貿易の受払報告書に添
付されている米国商務省の説明書
によると、「電話サービス、専用線
サービス、テレックス、電報、そ
の他複合サービス、電子メール、
インターネット接続サービス、衛星
を使った通信サービス。通信機器、
地上基地局の保守、修理サービスを
含む」。

(3) コンピュータとデータ処理サービス

サービス貿易の受払報告書に添付
されている米国商務省の説明書によ
ると、「データ入力、処理（バッチ処
理、リモート処理）、作表。コンピュ
ータシステム分析、設計、エンジニ
アリング。受注品のソフトウェア、
（ウェブサイト設計を含む）プログラ
ミングサービス。ハードウェアとソ
フトウェアの統合システム。その他
のコンピュータサービス（保守・修
理、ウェッブサイト管理など）」。

(4) データベースとその他情報サービス

サービス貿易の受払報告書に添付
されている米国商務省の説明書によ
ると、「ビジネス・経済データベース
（ビジネスニュース、株式相場、金融
情報サービスを含む）、医学、法学、
技術、人口統計、書誌などのデータ
ベース。通信社などによる記事配給
など一般ニュースサービス。新聞や
定期刊行物への寄稿（オンラインに
よるものも含む）。その他の情報サー
ビス（予約システム、信用調査、格
付システムも含む。エアラインの予
約システムについては、外国のエア
ラインが払った予約手数料も含む）。」

【参考】
米国の IT サービス貿易の解説

成長著しい米国の IT サービス産業と日米格差の現状




